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１．はじめに 

 防災公園とは、地震に起因して発生する市街地火災等の

二次被害における国民の生命、財産を守り、大都市地域等

において都市の防災構造を強化するために整備される、広

域防災拠点、避難地、避難路としての役割をもつ都市公園

および緩衝緑地をいう 1)。防災公園に求められる機能とし

ては、拠点機能と避難地機能がある。拠点機能は、広域防

災拠点と地域防災拠点があり、広域防災拠点（広域公園等）

は概ね50ha以上であり、市町村域を超えた広域行政圏にお

いて復旧・復興活動の拠点となる都市公園である。地域防

災拠点（都市基幹公園等）は概ね10ha以上であり、災害時

における自衛隊や消防隊、ボランティア等の救援救護活動

基地などの機能を有する都市公園である。また避難地機能

としては、広域避難地や一時避難地などがある。 

 防災公園の重要性が指摘されたのは1995年1月に発生し

た阪神・淡路大震災であり、これまでの災害とは異なった

多くの都市防災問題を顕在化させ、特に都市内における都

市公園などのオープンスペースの重要性が再認識された。

また2004年10月に発生した新潟県中越地震においては、

都市公園が地域の避難場所や防災活動拠点として活用され

るとともに、自衛隊等による被災市町村への物資の配送等

のための支援活動拠点等、復旧・復興の拠点としての機能

を発揮した。さらに2011年3月に発生した東日本大震災で

は、復旧・復興拠点と併せて多くの仮設住宅が建設された。 

 東日本大震災以降、多くの市町村では地域防災計画の見

直しを実施しており、中でも地域防災拠点である都市基幹

公園の防災機能の強化や新たな防災公園の設置を計画して

いる自治体もある。防災公園などの都市公園事業の新規採

択時の評価方法としては、費用対効果分析と客観的評価手

法（必要性や緊急性など）による評価が必要となる2)。 

 費用対効果分析において、都市公園のような環境財（非

市場財）の整備により発生する経済的価値は、利用価値と

非利用価値に大別され、また利用価値は直接利用価値と間

接利用価値に分類される（表 13））。国土交通省の大規模公

園費用対効果分析マニュアル（以下、マニュアルとする）

では、直接利用価値の計測は旅行費用法（TCM:Travel Cost 

Method）を、間接利用価値については効用関数法

（UFM:Utility Function Method）の適用により便益評価を

行うとしている 3)。環境経済学の分野では、環境財の評価

手法としては大きく顕示選好法と表明選好法の二つに分け

られ、前者については旅行費用法やヘドニック法

（HPM:Hedonic Price Method）などがある。後者について

は効用関数法以外に仮想評価法（CVM:Contingent 

Valuation Method ）、価格感度測定法（PSM:Price 

Sensitivity Measurement）、コンジョイント分析法

（CAM:Conjoint Analysis Method）などがある（表2）。中

でも仮想評価法は複数の事業評価マニュアル等に便益評価

手法として位置づけられており、その適用も増加している。

しかし、事業分野間での整合性や調査方法および計測精度

等の課題があるため、仮想評価法を用いて事業評価を行う

場合は、多様な視点で評価を行う必要がある4)。 

 
２．防災公園と表明選好法に関する従来研究 

 本章では、防災公園に関する研究と表明選好法に関する

従来研究を概観し、本研究の位置づけを明確にする。増田

は 5)、都市防災と公園配置に関する研究を行っており、関

東大震災や阪神・淡路大震災などの大規模地震災害からの

教訓として防災公園等による緑の広域ネットワークの必要

性を指摘している。小口は 6)、東京都を事例として防災公

園整備プログラムの必要性と防災公園の配置計画・施設計 
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表1 公園整備による価値の体系と評価手法(文献3)を加筆・修正) 

意味 機能 価値の種類（例） 評価手法

健康促進

心理的な潤いの提供

レクレーションの場の提供

文化活動の基礎

教育の場の提供

火災延焼防止・遅延

災害時の避難地確保

災害応急対策施設の確保

災害時の救援活動の場の確保

復旧・復興拠点の確保

緑地の保存

動植物の生息・生育環境の保存

ヒートアイランド現象の緩和

二酸化炭素の吸収

季節感を享受できる景観の提供

都市形態規制

オプション価値

存在価値

遺贈価値

都市環境
維持・改

善

都市防災

都市景観

顕示選好法
(トラベルコ
スト法・代
替法・ヘド
ニック法等)

表明選好法
(仮想評価
法・価格感
度測定法・
効用関数
法・コン

ジョイント
分析法等)

価値分類

直接的に
公園を利
用するこ
とによっ
て生じる
価値

間接的に
公園を利
用するこ
とによっ
て生じる
価値

将来の利用を担保することによって生じる価値

公園が存在すること自体に喜びを見出す価値

将来世代に残すことによって生じる価値

間接利用価値

直接利用価値

利用
価値

非利用
価値

健康・レ
クレー

ション空
間の提供

表2 表明選好法の種類と特徴 

特徴 課題

仮想評価

法(CVM)

評価対象事業に対する支払

意思額を被験者に直接たず
ねることで、対象事業に

よってもたらされる効果を

金額で評価する方法

適用範囲が広く、原
則的にはあらゆる事

業の効果を評価可能
である

支払意思額の調査に

おいて様々なバイア
スが発生し推計精度

が低下するなどの課

題がある

価格感度

測定法
(PSM)

評価対象事業に対する支払
意思額を被験者に直接たず

ねるのではなく、4つの価
格（非受容最低価格、受容

最低価格、受容最高価格、
非受容最高価格）をたずね

ることにより、対象事業に
よってもたらされる効果を

金額で評価する方法

PSMでは、価格に関
する4の質問データ

を用いて下限価格、
妥協価格、理想価格

および上限価格が算
出される。また上限

価格と下限価格との
間が支払意思額の範

囲となる

支払意思額は、上限
価格と下限価格の間

になるが、最終的な
支払意思額としてど

の金額を採用するか
が課題である

効用関数
法(UFM)

評価対象事業を実施した場

合と実施しなかった場合の
周辺世帯の持つ効用の差を

貨幣価値で評価する方法

対象事業を構成する

複数の属性別に評価
可能である

評価する属性の決定

と効用関数の推定方
法などの課題がある

コンジョ

イント分
析法

(CAM)

評価対象事業により改善さ

れる属性を含む複数のプロ
ファイルを被験者に提示

し、被験者の選好を評価す
ることにより、対象事業に

よってもたらされる効果を
貨幣価値で評価する方法

対象事業を構成する

複数の属性別に評価
可能である

評価する属性の決定
やプロファイルの設

計、さらには選好
データの収集・分析

方法などの課題があ
る

関

数
法

単一

複数

手法の一般的な特徴と課題
手法の概要

評価可能

な属性数
手法

直
接

法

 
 

画について論じている。島田らは 7)、GIS を用いた大都市

における都市公園の防災充足度に関する研究を行っており、

分布と量の側面から総合的に評価可能な手法の提案を行っ

ている。 

 表明選好法に関する研究として竹谷らは 8)、仮想評価法

を用いた防災投資の便益評価上の課題について論じており、

世帯属性や抵抗回答により支払意思額（WTP:Willingness 

To Pay）に大きな相違があるとしている。同様に河上ら 9)

も仮想評価法を用いた防災事業の評価について検討を行っ

ており、WTP の差異分析結果から、世帯の年収や住みやす

さなどがWTPに影響を与えているとしている。価格感度測

定法に関する研究として目黒らは10)、財政負担を考慮した

バス運行方式の提案を行っている。武田らは11)、コンジョ

イント分析法による都市公園の経済的評価に関する研究を

行っており、WTP は公園の機能（自然性、防災性など）や

個人属性（若年層や老年層など）により大きく異なってい

ることを示している。このように防災公園や表明選好法に

関する単独の研究は多く見られるが、防災公園の整備に関

して複数の選好表明法を適用した研究は見られない。 

本研究の目的は、都市基幹公園（総合公園と運動公園）

の防災機能に関する便益評価について効用関数法と表明選

好法の比較検討を行うものである。すなわちマニュアルで

採用されている効用関数法の適用結果と仮想評価法、価格

感度測定法、コンジョイント分析法による便益評価を比較

することにより表明選好法の適用可能性と課題について検

討を行う。なお、表明選好法を適用する際の仮想状況（シ

ナリオ）については、事例研究に記載する。また事例研究

としては群馬県前橋市の新規防災公園の建設を取り上げる。 

 
３．表明選好法の理論的背景 

 本研究では、表2に示した4種類の表明選好法を用いて、

都市基幹公園の防災機能に関する便益評価を行う。表明選

好法は直接法と関数法に分類され、直接法は評価対象事業

に対するWTPを被験者に直接たずねることにより評価を行

うものであり、本研究では仮想評価法と価格感度測定法を

対象とする。関数法は対象事業を実施した場合としなかっ

た場合の効用の差や効用関数から限界支払意思額を算定し

WTP を推定する方法であり、効用関数法とコンジョイント

分析法を取り上げる。 
（１）仮想評価法（CVM） 

 国土交通省による仮想評価法の適用に関する指針では 3)、

仮想評価法の適用の妥当性を説明する際のチェックリスト

を活用するとしている。それによると仮想評価法の適用の

可否、調査方法の設定、プレテストの実施、本調査の実施

および便益の推計について各々対応方法が記載されている。

その中でも特に注意を要するのは回答方式の設定（二項選

択方式、自由回答方式、支払いカード方式など）、代表値の

設定（平均値、中央値）および賛成率曲線の推定（モデル

を用いる方法とモデルを用いない方法）である。 

 本研究では、後述する価格感度測定法との比較を行う都

合上、回答方式として支払いカード方式、代表値としては

中央値、また賛成率曲線としては生存関数 12)を採用する。

生存関数 S(x)は、時刻(x)の時点でまだ生きている確率で

ある（本研究では支払意思額（x）の場合の生存率を意味す

る）。なお生存関数として本研究では式(1)に示すような指

数関数を採用する。 

Ｓ(x)＝exp(-λx) （x＞0、λ＞0）     (1) 

（２）価格感度測定法（PSM） 

 価格感度測定法とは、主にマーケティング分野で多用さ

れている手法であり、仮想評価法のように直接的にWTPを

尋ねるのではなく、4 つの金額（非受容最低金額、受容最

低金額、受容最高金額、非受容最高金額）を被験者に問う

ことにより間接的にWTPを評価する手法である。なお、仮

想評価法は受容最高金額からWTPを算出する方法とも考え

られる。 

①非受容最低金額：安すぎて防災公園の整備効果としては

役に立たないと思われる金額【金額1】 

②受容最低金額：支払っても良いと思われる金額で自分に

とっては安いと思われる金額【金額2】 
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表3 価格感度測定法のための質問方法 

 2.　  200円  3.　  400円  4.　  600円

 5.  　800円  6.　1,000円  7.　1,500円  8.　2,000円  9.　2,500円

10.　3,000円 11.　3,500円 12.　4,000円 13.　4,500円 14.　5,000円

 1.　0円(払いたくない)

①あなたにとってこれ以下の金額では、防災公園の整備には役に立たないと思

われる金額は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【金額1：安すぎる】

②防災公園を整備するためにあなたが出せる金額で、あなたにとっては安いと

思われる金額は　　　　　　　　　　　　　　　　　　【金額2：安い】

③防災公園を整備するためにあなたが出せる金額で、あなたにとっては高いと

思われる金額は　　　　　　　　　　　　　　　　　　【金額3：高い】

④あなたにとってこれ以上高くなるのであれば、防災公園の整備はしなくとも

よいと思われる金額は　　　　　　　　　　　　　　　【金額4：高すぎる】

年間の一世帯当たりの負担金

図1 価格感度測定法による4つの金額の生存率曲線 

 

③受容最高金額：支払っても良いと思われる金額で自分に 

とっては高いと思われる金額【金額3】 

④非受容最高金額：これ以上の金額ならば防災公園の整備

は必要ないと思われる金額【金額4】 

 表3は、価格感度測定法のための質問例を示したもので

あり、調査結果から得られる4つの金額の累積比率のデー

タと式(1)に示した生存関数を用いることにより、図1に示

すような生存率曲線が得られる。なお、「金額2」と「金額

3」についてはその余事象を採用する（「金額2’（安いと思

わない金額）」「金額3’（高いと思わない金額）」。 

 次に図1に示した4つの金額の生存率曲線の交点の価格

を求めることによりWTPを算出することができる。 

①下限価格(P1)：「安すぎる金額」と「安いと思わない金額」

の交点（安すぎると思う確率と安いと思わない確率の合

計が最も小さい価格であり、最低保証価格とも称される） 

②最小抵抗価格(P2)：「高すぎる金額」と「安すぎる金額」

の交点（高すぎると感じる確率と安すぎると感じる確率

の合計が最も小さい価格であり、理想価格とも称される） 

③無差別価格(P3)：「安いと思わない金額」と「高いと思わ

ない金額」の交点（安いと思わない確率と高いと思わな

い確率の合計が最も小さい価格であり、妥協価格とも称

される） 

④上限価格(P4)：「高すぎる金額」と「高いと思わない金額」

の交点（高すぎると思う確率と高いと思わない確率の合

計が最も小さい価格であり、最高価格とも称される） 

 図 1において、WTP は下限価格(P1)と上限価格(P4)の範

囲となるが、本研究では、高すぎると感じる確率と安すぎ

ると感じる確率の合計が最も少なくなる価格である最小抵 

表4 コンジョイント分析のための属性と水準 

 

抗価格(理想価格)を採用する。なお、「金額2」と「金額3」

についてはその余事象を採用したが、余事象を用いない方

法もある。一般的に余事象を用いた場合には用いない場合

と比較して下限価格と上限価格の範囲（WTPの範囲）が大

きくなる傾向にある。 
（３）効用関数法（UFM） 

国土交通省のマニュアルでは、大規模公園の防災効果の

計測には効用関数法を用いるとしている。計測方法の手順

は以下の通りである3)。 

①効用関数(V)の定義 

 V＝a1√A0+a2d
2+a3δ+a4(I-x)            (2) 

   A0：公園の広場面積(ha),  d：公園からの距離(km) 

δ：防災拠点機能の有無（あり＝1、なし＝0） 

I：所得  x：世帯の負担額（円/月） 

ａ1～a4：パラメータ 

②公園の選択確率（パラメータの導出） 

 式(2)で示した効用関数の誤差項がガンベル分布 G(0,

λ)に従うとする。この時、公園(a)と公園(b)の2つがあっ

た場合の公園(a)の選択確率Paは式(3)のようになる（二項

ロジットモデル）。 

 Pa=exp(λVa)/{exp(λVa)+exp(λVb)}       (3) 

③効用関数を利用した満足度の定義 

 式(3)の状況（公園が2つの場合）に対する世帯の満足度

(S2)は式(4)で表される。 

 S2＝ln{(exp(λV0)+exp(λVa)+exp(λVb)}/λ    (4) 

   V0：「公園を利用しないこと」の効用 

   公園がｎ個ある場合の満足度Snは式(5)で表される。 

 Sn＝ln{(exp(V0)+exp(V1)+・・+exp(Vn)}  

    ＝ln{exp(Sn-1)+exp(Vn)}                     (5) 

ただし、λ＝1とする 

④等価的偏差による月当たりの世帯便益(EV)の計算 

  EV＝(Sn-Sn-1)/a4                                                      (6) 

a4：式(2)のパラメータ(ａ4=0.0005313) 

⑤年間総便益額の計算 

 式(6)で計算した世帯ごとの月間便益額を12倍し、検討

対象地域内の世帯数を乗じることにより地域全体の年間総 

属　　性 内　　容 水　準

①樹木などの植樹
火災時の延焼防止や輻射熱の遮断のため

の樹木などを公園周辺に植樹

あり＝1

なし＝0

②災害応急対策施

設

水や食料・防災用資機材などの備蓄倉

庫、緊急医療用や物資の搬入のためのヘ

リポートの整備、太陽光発電や非常用発

電装置などの整備

あり＝1

なし＝0

③救援活動施設

緊急物資の中継・保管場所の整備、消

防・救援・医療救護活動のための施設整

備

あり＝1

なし＝0

④復旧・復興の拠

点整備

避難者用の仮設住宅建設用地、首都直下

型地震などの広域防災拠点としての活動

基地、物流のためのターミナル基地等の

拠点整備

あり＝1

なし＝0

500円

1,000円

1,500円

2,000円

新たに負担する世帯当たりの年間の税金
⑤世帯当たりの年

間の税金

- 411 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.50 No.3 2015年 10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.50 No.3, October, 2015

 
 
 
 
 
 
 

 

 

表5 コンジョイント分析のためのプロファイル 
プロ

ファイ
ル

樹木などの
植樹(X1)

災害応急対
策施設(X2)

救援活動施
設(X3)

復旧・復興
の拠点整備

(X4)

世帯当たり
の年間の税

金(X5)
A 1 1 1 1 2,000円

B 0 0 1 1 1,500円

C 1 1 0 0 1,500円

D 0 1 0 1 1,000円

E 1 0 1 0 1,000円

F 0 1 1 0 500円

G 1 0 0 1 500円

 

便益額を算出する。 

（４）コンジョイント分析法（CAM） 

 コンジョイント分析とは、複数の属性から構成されるプ

ロファイルと呼ばれる選択肢を被験者に提示し、最も好ま

しいと思われる選択肢を1つだけ選んでもらったり（選択

データ）、あるいは好ましいと思われる順に順位を付けても

らったデータ（順位データ）を用いて属性別の価値を推定

する方法である。本研究で採用する属性および水準は表 4

に示す通りである。 

次に表4に示した属性と水準を直交表に割り付けると表

5のようになる。ただし、表5はＬ8(2
7)をＬ8(2

4×4１)とし

て割り付けたものである。また、表4の①から④の属性が

全て該当しないプロファイルを除いたため、表5に示すよ

うな7つのプロファイルを被験者に提示し、好ましいと思

われる順に順位を付けてもらった（順位データ）。 

 次に得られた順位データを用いて属性のパラメータを算

定する必要があるが、本研究では2つの方法を採用する。 

①順位を目的変数、表 5 に示した各属性(Xi)の値を説明変

数として重回帰分析を適用する方法（式(7)）。 

   V＝a0+a1X1+a2X2+a3X3+a4X4+a5X5              (7) 

     V：順位（ただし1位を7点、2位を6点・・とする） 

   a0～a5：パラメータ 

②順位データを用いて rank logit モデルを適用する方法

（式(8)）。 

V＝a1X1+a2X2+a3X3+a4X4+a5X5                     (8) 

     L(1.2.3..)＝exp(V1)/｛exp(V1)+exp(V2)+・+exp(Vn)｝ 

               ×exp(V2)/｛exp(V2)+・+exp(Vn)｝・ (9) 

      V：効用関数  Ｌ：尤度関数 

 表5に示した7つのプロファイルに順位を付けてもらい、

そのデータを用いて式(7)と式(8)のパラメータを推定する

訳であるが、順位が低下するに従って順位データの信頼性

が低下することは明らかであるが、この点については事例

研究の中で記述する。 

 次に式(7)と式(8)から属性(i)の WTP を算定する方法と

しては、式(10)に示すような限界支払意思額を採用する。 

  WTP＝dX5/dXi＝-(∂V/∂Xi)/(∂V/∂X5) 

＝-ai/a5              （10） 

 

４．事例研究 

 本研究では、群馬県前橋市の防災公園建設を事例として

防災機能の便益評価について実証的分析を行う。群馬県は

東日本大震災後に地域防災計画を見直しており、その結果 

図2 前橋市における都市基幹公園（市営）の配置 

 

【平常時】

【災害時】

多目的広場（ヘリポート

として活用）

耐水性貯水槽（飲料水・生

活用水の提供）

備蓄倉庫（救援用資材・

食料の提供）

駐車場（物資の集積・配

送拠点として活用）

広場（救援部隊の活動

拠点として活用

運動広場の地盤強化 防火樹林帯の整備

耐震性貯水槽の整備

広幅員道路の整備

備蓄倉庫の整備

非常用便所の整備

 
図3 平常時と災害時の防災公園の機能 

 

表6 アンケート調査の概要 

 

前橋市役所

前橋公園

荻窪公園

大室公園

前橋総合
運動公園

内　　容

調査対象者 前橋市民（無作為抽出）

調査年月 2015年1月

調査方法 直接配布・郵送回収方式

配布数 3,000票

回収数 751票

回収率 25.0%

価格感度測定法のための質問（表3）

コンジョイント分析のための質問（表5）

個人属性（性別・年代・職業など）

調査内容
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表7 効用関数法による防災機能の便益評価 

図4仮想評価法による防災機能の便益評価 

 

地域防災計画策定のための地震規模としては、関東平野北

西縁断層帯主部による直下型地震を想定しており、規模

M8.1、最大震度7（前橋市を含む県南東部は震度6強）、死

傷者数最大で約2万人、直接経済被害額約3兆円と試算し

ている。この結果に基づいて前橋市でも地域防災計画の見

直し作業を進めており、その一環として防災公園の整備を

進めることとなった。 

 現在、前橋市内には市営の都市基幹公園が4カ所あり、

その中の1つである前橋総合運動公園が今回の研究対象で

ある（図2参照）。対象公園は通常は運動公園として市民に 

供用されるが、災害時には救援・救護活動や復旧・復興支

援のために利用されることになる（図3）。 

 本研究の目的は、都市基幹公園における防災機能の便益

評価を複数の表明選好法の適用と課題について検討を行う

ことが目的であるため、市民を対象としたアンケート調査

を実施した。調査の内容は、価格感度測定法およびコンジ

ョイント分析のためのデータ収集である（表6）。なお、仮

想評価法のためのデータは、価格感度測定法のデータの一

部を使用する。   

表明選好法を用いてWTPの算出を行う場合には、参考文

献 4)にも記述されているように調査範囲や調査方法の設

定、支払手段の方法、仮想状況の設定など調査のためのシ

ナリオが重要となる。本研究では被験者に対して表8に示

すような情報を提供し、必要なデータを収集した。 

（１）表明選好法による防災機能の便益額の算出 

本節では、防災機能の便益評価における表明選好法の比 

表8 表明選好法の適用におけるシナリオ 

 

表9 価格感度測定法による防災機能の便益評価 

金額1 金額2' 金額3' 金額4

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ（式1：λ） 0.00110 0.00087 0.00041 0.00019

決定係数=R2 0.963 0.987 0.971 0.978

下限価格：P1

最小抵抗価格：P2

無差別価格：P3

上限価格：P4

707円

1,344円

1,130円

2,400円  

 

表10 コンジョイント分析法による防災機能別の便益評価 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ ｔ-値 WTP ﾊﾟﾗﾒｰﾀ ｔ-値 WTP

ａ0 5.006 88.20 - - - -

ａ1 0.415 8.85 961円 0.642 5.72 937円

ａ2 0.766 19.41 1,773円 1.409 14.38 2,057円

ａ3 0.799 19.57 1,850円 1.460 14.22 2,131円

ａ4 0.533 10.41 1,234円 1.056 8.24 1,542円

ａ5 -0.00043 -8.05 - -0.00069 -5.08 -

ﾊﾟﾗﾒｰﾀは全て1％有意水準を満足

重回帰分析 rank logit モデル

決定係数=0.233 尤度比=0.154

 
 
較検討を行う。比較するに当たっては、国土交通省のマニ

ュアルに記載されている効用関数法の結果を基準とする。

マニュアルでは、防災機能の年間総便益は、世帯当たりの

年間便益額に世帯数を乗じることにより算出している。ま

た世帯当たりの年間便益額の算定においては、検討対象公 
園からの距離により競合公園（Sn-1の算出）を決定する必要

があるが、本研究では競合公園として前橋市の人口重心か

らの距離が15km未満で供用面積が10ha以上の公園を抽出

する。また年間の総便益額の値ではなく、世帯当たりの年

間便益額をもって比較対象とする。従って、本研究では前

橋市内の世帯当たりの年間便益額が比較の基準となる。 
表7は、効用関数法による前橋市内の世帯当たりの年間

便益額の算定結果を示したものである。なお、効用値(V)

のパラメータはマニュアルに記載されている値を採用した。

その結果、効用関数法による防災機能の世帯当たりの年間

便益額(EV)は2,710円と算出された（式(2)から式(6)）。 

 次に仮想評価法、価格感度測定法およびコンジョイント

分析法による世帯当たりの年間便益額の算定を行う。 

仮想評価法の適用に当たっては、表3に示したように支

供用面

積(ha)

広場面

積(ha)

距離

((km)

防災拠

点機能

効用値

(V)
exp(V) Sn-1 Sn

EV

(円/年)

40.4 14.2 7.7 1 0.626 1.870 -

前橋公園 14.6 1.4 4.8 1 0.517 1.677

大室公園 36.9 5.0 10.2 1 0.513 1.670

荻窪公園 23.8 6.2 9.0 1 0.543 1.721

敷島緑地 15.6 10.1 5.6 0 0.144 1.155 2.687 2.807 2,710

利根川大渡緑地 11.3 6.4 5.7 0 0.109 1.116

嶺公園 77.9 1.5 8.2 1 0.486 1.627

敷島公園 27.8 9.0 5.7 1 0.605 1.832

群馬の杜 26.0 26.0 11.8 0 0.166 1.181

阪東橋緑地公園 10.1 7.0 9.8 1 0.540 1.716

・競合公園は、前橋市の人口重心から15km未満の公園を抽出

競

合

公

園

前橋総合運動公園

公園名称

・距離は前橋市の人口重心からの距離

・防災拠点機能（あり＝1、なし＝0）

・V＝0.05264×√広場面積-0.000734×距離×距離+0.47137×防災拠点機能+0.0005313×(I-X)

・EV＝（Sn-Sn-1）/0.0005313×12

共通

　前橋市では、地震などの大規模災害に備えて、大規模
公園の防災機能の充実を計画しております。具体的には
図3（防災公園の機能）に示すような防災機能を持った
公園の整備です。ただし、整備に当たっては、市民の皆
様から新たに税金を徴収するものとします。また税金は
毎年徴収されるものとします（実際にはこのようなこと
はありません。防災公園の整備効果を計測するための質
問です）。

価格感度
測定法

　回答は表3に示した【年間の一世帯当たりの負担金】
の中から各々一つずつ番号を選んで、その番号を（　）
内に記入して下さい。なお、【金額1】が最も少なく
【金額4】が最も高くなるように考えて記入して下さ
い。

コンジョ
イント分

析法

　表5に示す【Ａ案】から【Ｇ案】の中から、あなたに
とって望ましいと思われる順に「順位」の欄に順番を記
入して下さい。なお、順位は付けられる所までで結構で
す。
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払カード方式により支払意思額の調査を行った（0 円～

5,000円の中で支払ってもよいと思われる最大金額）。図4

は、式(1)に示した生存関数 S(x)を表したものであり（回

答に整合性のないデータを除いた全てのデータを使用）、本

研究では代表値として中央値（生存率が0.5）をWTP とし

て採用する。その結果、WTP＝1,674円となった。 

 表9は、価格感度測定法による結果であり、下限価格(P1) 

が707円、上限価格(P4)が2,400円、また最小抵抗価格(P2)

は1,344円となった（図1参照）。なお、「金額2」と「金

額 3」についてはその余事象を用いた場合と用いなかった

場合の両方の計算を行ったが、最小抵抗価格(P2)の値はほ

ぼ同じ価格となったため、本研究では余事象を用いた方法

を採用した。 

 表10は、コンジョイント分析法による結果であり、パラ

メータの推定方法としては、重回帰分析とrank logitモデ

ルを適用した。本研究では表5に示したように7つのプロ

ファイルを被験者に提示し、順位を付けてもらったが、順

位が低下するに従って、順位データの信頼性が劣ることが

考えられるため、本研究では上位3位までの順位データを

採用した（重回帰分析では決定係数、rank logit モデル

では尤度比の値を参考に決定した）13)。得られたパラメー

タ（パラメータは全て1%有意水準を満足）の値と式(10)の

限界支払意思額からWTPの金額を算定した。解析手法によ

りWTPの金額に差はあるものの、防災機能に大きな影響を

与えている属性としては、「災害応急対策(X2)」と「救援活

動施設(X3)」であり、WTP は二千円前後であることが分か

る。 

（２）表明選好法による便益評価の比較検討 

 本研究の目的は、都市基幹公園の防災機能に関する便益

評価を複数の表明選好法を適用し、比較検討を行ったもの

である。比較する際の基準としては、国土交通省が提唱し

ている効用関数法を、比較対象としては仮想評価法、価格

感度測定法およびコンジョイント分析法とした。 

 仮想評価法と価格感度測定法は、表2にも示したように

防災機能の総合的評価（単一属性）のみ計測可能であり、

また効用関数法とコンジョイント分析法は多属性の評価が

可能である。マニュアルでは効用関数法の適用として公園

の間接利用価値である防災機能の他に環境機能についても

便益額の算定が求められている。しかし、式(2)からも明ら

かなように防災機能の便益額の算定に当たっては、公園の

広場面積と公園からの距離および防災拠点機能の有無のみ

を扱っており、防災公園の具体的な機能については広場面

積と防災拠点機能の有無に包含しているとの仮定にたって

いる。また式(2)に示した効用関数のパラメータは全国的な

調査結果から算出されており全国平均の値となっている。 

効用関数法を除く手法は、前橋市民を対象としてWTPを

算定したものであり、仮想評価法の結果は1,674円と効用

関数法の62％、価格感度測定法では1,344円（50％）とな

っており、いずれも効用関数法のWTPと比較して半額程度

であり、またコンジョイント分析の結果からは、属性によ

り異なるが二千円程度となった。これらの結果から判断し

て、効用関数法による結果は過大評価となっている感があ

る。その理由の一つとして、地震災害に対する市民の意識

が大きく影響しているものと考えられる。前橋市をはじめ

とする群馬県は、過去において大規模な地震災害に遭遇し

た経験が無いため、結果的に前橋市民の多くは地震などの

自然災害に対する危機感は必ずしも高くはなく、そのこと

が防災公園の便益評価に現れたものと思われる。 

これらの結果から、都市基幹公園の防災機能の評価に当

たっては、マニュアルに記載されているような全国一律の

評価方法ではなく、地域特性を考慮した方法、例えば地震

による損害保険料算出における等地区分（1等地から3等

地）毎に評価する方法なども考えられる。なお、群馬県は

地震被害が最も低い1等地に区分されている14)。 

 

５．結論と今後の課題 

 本研究は、都市基幹公園における防災機能の便益評価に

ついて表明選好法の比較検討を行い、その結果を用いて群

馬県前橋市の新規防災公園建設における防災機能の便益評

価について検討を行ったものであり、得られた主な結論は

以下の通りである。 

（１）表明選好法として、仮想評価法、価格感度測定法、

効用関数法及びコンジョイント分析法を取り上げ、各手法

の特徴や課題を整理し、都市基幹公園の防災機能の便益評

価に適用する場合の具体的な手順を示した。また仮想評価

法と価格感度測定法は、評価可能な属性が単一であるため、

防災機能の総合的評価についてのみ適用可能であり、効用

関数法とコンジョイント分析法は、効用関数の中に複数の

属性を取り込むことが可能であるため、防災公園の機能毎

の評価が可能であることを示した。ただし、マニュアルに

おける効用関数法は、公園の広場面積、公園からの距離お

よび防災拠点機能の有無のみが属性として考慮されている

ため、防災公園の詳細な機能別の評価は困難である。一方、

コンジョイント分析法では、防災公園の機能として「樹木

などの植樹」「災害応急対策施設」「救援活動施設」「復旧・

復興の拠点整備」を属性として取り込み、機能別のWTPが

算出できることを示した。 

（２）仮想評価法はWTPとして平均値または中央値を用い

るためWTPは1つのみであるが、価格感度測定法によるWTP

は下限価格と上限価格の範囲となるため、どの価格を採用

するかが課題となるが、一般的には負担の抵抗が最も低く

なる価格である最小抵抗価格が適切であることを示した。 

（３）コンジョイント分析法における効用関数のパラメー

タの推定方法として重回帰分析とrank logitモデルの適用

を図りWTPを算出したが、両者の違いはあまり見られなか

った。そのため、分析が比較的容易である重回帰分析でも

十分であることを示した。 

（４）本研究では、効用関数法を基準として他の手法との

比較を行った。その結果、効用関数法のWTPの値は他の手

法と比較して大きくなる傾向にあった。その理由としては、
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効用関数法の各パラメータの推定は全国調査の結果から算

出しており、一方、本研究で取り上げた手法は前橋市民を

対象として算出したものであることが主な要因であると思

われる。すなわち、地震などの自然災害に対する意識の相

違が結果的に防災公園の評価に影響を与えたものと考えら

れる。従って、都市基幹公園の防災機能の評価に当たって

は、マニュアルに記載されているような全国一律の評価方

法ではなく、地域特性を考慮した方法、例えば地震による

損害保険料算出における等地区分（1等地から3等地）毎

に評価する方法なども考えられる。 

 都市基幹公園の防災機能の便益評価に当たっては、世帯

属性や地区属性、更には調査対象地域によりWTPの評価に

相違があると思われるが、本研究は効用関数法とその他の

表明選好法の比較検討を目的としたため、本研究で採用し

た表明選好法の実用化を図る上では、更なる検証が必要と

なる。 
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